
　５月31日、「令和３年度森林・林業白書」（令和３年度森林及び林業の動向・令和４年
度森林及び林業施策）を公表しました。
　森林・林業白書では、国民の皆さんに理解を深めていただけるよう、図表、写真等を
ふんだんに盛り込み、森林・林業・木材産業の動向を体系的に分析することを心掛け
ています。実際の白書の構成に沿って、その内容を紹介します。

～「グリーン成長のカギを握る木材需要拡大と木材産業の競争力強化」を特集～

令和3年度
森林・林業白書の公表

令和3年度
森林・林業白書の公表

地上11階の高層ハイブリッド木造ホテル
（写真提供：三菱地所㈱）

ヒノキを用いた家具（写真提供：コイヤ協議会）

大規模製材工場（宮崎県日向市）

うるし掻き

薪割り体験

小型遠隔操作式下刈り機
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米
国
や
欧
州
に
お
け
る
需
要
の
高
ま
り
や
海
上
輸
送
の

混
乱
等
に
よ
り
、
我
が
国
の
製
材
品
輸
入
量
は
、
２
０
２

１
年
前
半
ま
で
前
年
を
下
回
り
、
そ
の
後
、
徐
々
に
回
復

し
ま
し
た
。
ま
た
、
製
材
品
の
輸
入
平
均
単
価
は
大
幅
に

上
昇
し
、
輸
入
木
材
の
代
替
と
し
て
の
国
産
材
の
需
要
が

高
ま
り
、
製
材
品
・
合
板
・
原
木
価
格
も
上
昇
し
ま
し
た
。

　
林
野
庁
は
、
同
年
４
月
以
降
、
需
給
情
報
連
絡
協
議
会

を
開
催
し
、
需
給
情
報
の
共
有
を
行
う
と
と
も
に
国
産
材

製
品
へ
の
転
換
事
例
を
周
知
し
ま
し
た
。
ま
た
、
２
０
２

１
年
度
の
補
正
予
算
に
よ
り
、
木
材
製
品
の
供
給
力
強
化

に
向
け
た
乾
燥
施
設
の
整
備
や
、
原
木
の
安
定
供
給
に
向

け
た
間
伐
・
路
網
整
備
等
を
支
援
し
ま
し
た
。

トピックストピックス

　2021年６月に閣議決定された森林・林業基本計
画では、再造林等により森林の適正な管理を図りな
がら、引き続き林
業・木材産業の成
長産業化に取り
組むことにより、
2050年カーボン
ニュートラルに寄
与する「グリーン
成長」の実現を志
向しています。

　建築物における
木材利用を更に促
進するため、対象
を公共建築物から
建築物一般に拡大
すべく、公共建築
物等木材利用促
進法が改正され、
2021年10月に施
行されました。

2050年カーボンニュートラルを視野に
「グリーン成長」の実現を目指す
森林・林業基本計画

　2021年７月、
我が国の5件目の
ユネスコの世界自
然遺産に登録さ
れました。林野庁
では、遺産地域の
約７割を占める国
有林野のほぼ全
域を「森林生態系
保護地域」に設定
し、厳格に保護・
管理しています。

「奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び
西表島」が世界自然遺産に登録

「脱炭素社会の実現に資する等のための
建築物等における木材の利用の促進に
関する法律」の施行 
～「ウッド・チェンジ」に向けて～

　2021年の７月、８月に発生した大雨による山地災
害等に対し、林野庁では、JAXAとの協定に基づき
人工衛星によ
る緊急観測や、
各地の被災県
等と協力した
ヘリコプターに
よる被害調査、
災害復旧に向
けた技術的支
援等を実施し
ました。

2021年７月、８月に発生した大雨による
山地災害等への対応

２
０
２
１
年
の
木
材
不
足・価
格
高
騰

（
い
わ
ゆ
る
ウ
ッ
ド
シ
ョッ
ク
）へ
の
対
応

特
集
１
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ドコモショップ丹波篠山店
（写真提供：株式会社スウィング）

被災県と合同のヘリコプター調査

製材品・集成材・合板価格の推移

資料：農林水産省「木材需給報告書」

マングローブ林（西表島）
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第
１
節
で
は
、
木
材
利
用
の
意
義
や
木
材
需
要
の
拡
大
、

木
材
産
業
の
競
争
力
強
化
の
重
要
性
を
記
述
し
ま
し
た
。

「
グ
リ
ー
ン
成
長
」
の
実
現
に
向
け
て
は
、「
新
し
い
林
業
」

等
の
取
組
に
よ
り
造
林
・
素
材
生
産
コ
ス
ト
を
下
げ
る
取

組
に
加
え
、
木
材
、
特
に
製
材
用
材
の
安
定
的
な
需
要
を

確
保
・
拡
大
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。
木
材
産
業
は
、

森
林
・
林
業
の
持
続
性
の
確
保
と
木
材
の
適
切
な
利
用
の

推
進
の
両
面
か
ら
重
要
な
存
在
で
あ
り
、
そ
の
競
争
力
強

化
は
、「
グ
リ
ー
ン
成
長
」
実
現
の
カ
ギ
と
な
り
ま
す
。

　
第
２
節「
建
築
分
野
に
お
け
る
木
材
利
用
の
動
向
」で
は
、

住
宅
と
非
住
宅
・
中
高
層
建
築
物
に
分
け
、
木
材
利
用
の

状
況
、
ニ
ー
ズ
を
整
理
し
ま
し
た
。

　
第
３
節
「
木
材
産
業
の
競
争
力
強
化
」
で
は
、
ま
ず
、

規
模
拡
大
に
よ
り
大
ロ
ッ
ト
で
安
定
的
に
木
材
製
品
を
供

給
し
て
い
く
「
国
際
競
争
力
の
強
化
」
を
記
述
し
ま
し
た
。

次
に
、「
顔
の
見
え
る
木
材
で
の
家
づ
く
り
」
な
ど
、
地
域

の
製
材
工
場
等
が
地
域
の
様
々
な
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
て
優

良
材
を
提
供
す
る
「
地
場
競
争
力
の
強
化
」
を
記
述
し
ま

し
た
。
そ
の
ほ
か
、
木
材
輸
出
の
取
組
、
原
木
の
安
定
供

給
体
制
の
構
築
等
に
つ
い
て
記
述
し
ま
し
た
。

　
第
４
節
で
は
、課
題
と
対
応
を
整
理
し
ま
し
た
。
２
０
２

１
年
は
、
住
宅
に
使
わ
れ
る
部
材
の
う
ち
特
に
輸
入
材
比

率
の
高
い
横
架
材
等
の
需
給
が
逼
迫
し
、
国
産
材
で
代
替

し
た
例
も
見
ら
れ
ま
し
た
。
住
宅
分
野
に
お
け
る
需
要
拡

大
に
向
け
て
、
こ
の
よ
う
な
事
例
の
横
展
開
が
必
要
で
す
。

　
非
住
宅
分
野
・
中
高
層
分
野
で
の
木
材
の
需
要
拡
大
に

向
け
て
は
、
木
造
化
・
木
質
化
に
必
要
な
知
見
を
有
す
る

設
計
者
の
育
成
や
、
設
計
・
施
工
コ
ス
ト
低
減
に
向
け
た

標
準
的
な
設
計
・
工
法
等
の
普
及
、
J
A
S
製
品
の
供
給

体
制
の
構
築
の
取
組
を
進
め
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
更
な
る
国
産
材
活
用
に
向
け
て
、
C
L
T
や
耐

火
部
材
等
の
技
術
開
発
・
普
及
も
重
要
で
す
。
C
L
T
は
、

２
０
２
１
年
４
月
現
在
、
計
９
工
場
で
年
間
８
万
㎥
の
生

産
体
制
と
な
っ
て
い
ま
す
。

グ
リ
ー
ン
成
長
の
カ
ギ
を
握
る
木
材
需
要
拡
大
と

木
材
産
業
の
競
争
力
強
化

特
集
２

　近年、年間の原木消費量が 1 万㎥以上の工場が増加しています。
一部の大規模工場では、製材と集成材の複合的な生産や木質バイ
オマス発電等との複合経営をしています。

　２０２１年の木材輸出額は、前年比33％増の４７５億円となりまし
た。米国に向けたフェンス材や、外装等に用いられる高耐久木材の
輸出も見られます。

　中高層建築物に
おいても、技術開発
の進展や建築基準
の合理化等、木材
の利用環境の整備
が一定程度進んで
おり、木材を使用し
た12階建ての商業
施設等、先導的な
建築が進展してい
ます。
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製材工場の規模別の工場数の比較

上海のショッピングモールの外壁に
スギ・ヒノキ材を利用した例

中高層建築物の木造化の例

資料 ： 林野庁木材産業課調べ

写真提供：越井木材工業株式会社

工場の規模
（国産原木消費量）

10万㎥以上
５～10万㎥未満
１～５万㎥未満
１万㎥未満

0
13
194
9,213

（0）
（85万㎥）
（370万㎥）
（692万㎥）

12
31
209
4,130

（243万㎥）
（224万㎥）
（430万㎥）
（390万㎥）

工場数（原木消費量計）
平成16（2004）年 令和元（2019）年

令和3年度森林・林業白書の公表令和3年度森林・林業白書の公表
～「グリーン成長のカギを握る木材需要拡大と木材産業の競争力強化」を特集～



　
森
林
の
整
備
・
保
全
の
動
向
や
国
際
的
な
取
組
に
つ
い

て
記
述
し
ま
し
た
。

　
特
に
、
森
林
経
営
管
理
制
度
と
森
林
環
境
譲
与
税
の
取

組
状
況
に
つ
い
て
、
事
例
を
交
え
て
紹
介
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
山
地
災
害
、
野
生
鳥
獣
被
害
等
へ
の
対
応
、
地
球

温
暖
化
対
策
等
に
つ
い
て
も
記
述
し
ま
し
た
。

　
林
業
や
特
用
林
産
物
、山
村（
中
山
間
地
域
）
の
動
向
に

つ
い
て
記
述
し
ま
し
た
。

　
特
に
、「
２
０
２
０
年
農
林
業
セ
ン
サ
ス
」
に
基
づ
く
林

業
経
営
体
の
動
向
に
つ
い
て
詳
し
く
説
明
す
る
と
と
も
に
、

林
業
労
働
災
害
、
女
性
活
躍
、
素
材
生
産
費
に
つ
い
て
コ

ラ
ム
を
作
成
し
紹
介
し
て
い
ま
す
。

　
木
材
需
給
、
木
材
利
用
と
木
材
産
業
の
動
向
に
つ
い
て

記
述
し
ま
し
た
。

　
２
０
２
０
年
の
木
材
自
給
率
は
、
10
年
連
続
で
上
昇
し

41
・
８
％
と
１
９
７
２
年
以
来
40
％
を
超
え
ま
し
た
。ま
た
、

「
建
築
物
木
材
利
用
促
進
協
定
制
度
」
の
取
組
状
況
や
、「
木

材
利
用
促
進
の
日
」（
10
月
８
日
）、「
木
材
利
用
促
進
月
間
」

（
10
月
）を
踏
ま
え
た
普
及
の
取
組
等
を
紹
介
し
て
い
ま
す
。

森林経営管理制度の取組例

治山施設の効果例

　林業経営体の数が減少する一方、年間素材生産量が１万㎥を超える林
業経営体の数、生産量に占める割合は増加し、規模拡大が進行しています。

素材生産量の規模別の林業経営体数等の推移

　NPO法人芸術と遊び創
造協会の監修の下、木の玩
具を触って遊べる体験型
木育施設「おもちゃ美術
館」が各地でオープンして
います。２０２２年には計
10館となる予定です。

おもちゃ美術館が続々オープン

　愛知県岡崎市では、
制度の対象に選定した
地区全体の境界確認と
測量を実施した後に意
向調査を行うことで、
意向確認から森林整備
までを円滑に実施して
います。

　２０２１年７月の大雨
では、鹿児島県さつま
町の治山施設が、渓岸
侵食を軽減するととも
に土砂や流木の流出を
抑制し、山地災害によ
る被害を軽減しました。
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林
業
と
山
村（
中
山
間
地
域
）

第
Ⅱ
章

森
林
の
整
備
・
保
全

第
Ⅰ
章

木
材
需
給
・
利
用
と
木
材
産
業

第
Ⅲ
章
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1,695 

313 

357 

289 

262 

448 
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380 

1,406 

1,145 

817 

589 

600 

524 

361 

293 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2015

2010

2005

2020

2015

2010

2005

 

過去１年間に
素材生産を
行った

林業経営体数

素材
生産量

 

1千㎥未満  1千～ 5千㎥  5千～ 1万㎥  1万㎥以上  

13,626経営体  

12,917経営体  

10,490経営体  

5,839経営体  

1,382万m3 

1,562万m3 

1,989万m3 

2,041万m3 

資料 ： 農林水産省「２０２０年農林業センサス」



　
国
有
林
野
の
役
割
や
国
有
林
野
事
業
の
取
組
に
つ
い
て

記
述
し
ま
し
た
。

　
公
益
的
機
能
の
発
揮
を
重
視
し
た
複
層
林
・
針
広
混
交

林
へ
の
誘
導
や
長
伐
期
化
、
生
物
多
様
性
の
保
全
の
た
め

の
「
保
護
林
」
や
「
緑
の
回
廊
」、
一
貫
作
業
シ
ス
テ
ム
等

の
低
コ
ス
ト
化
技
術
の
普
及
、「
国
民
の
森
林
」
と
し
て
Ｎ

Ｐ
Ｏ・
学
校
・
企
業
等
へ
の
フ
ィ
ー
ル
ド
提
供
等
の
取
組

に
つ
い
て
紹
介
し
て
い
ま
す
。

　
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
に
向
け
た
森
林
・
林
業
・

木
材
産
業
の
取
組
や
原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興
に
つ
い
て

記
述
し
ま
し
た
。

　
海
岸
防
災
林
等
の
復
旧
、林
業・木
材
産
業
の
復
旧
状
況
、

復
興
へ
の
木
材
の
活
用
、
森
林
の
放
射
性
物
質
対
策
等
に

つ
い
て
紹
介
し
て
い
ま
す

　九州森林管理
局では、「低コス
トモデル実証団
地」を 設 定 し、
特定母樹由来の
大苗（70 ～ 100
㎝程度）の活用
等を検証し、下刈
りを省略できる可
能性等が示され
ました。

低コスト造林技術の実証・普及

　森林・林業白書の本文について
は、林野庁のウェブサイトに掲載して
います。詳しくは、以下のリンクを御
覧ください。

海岸防災林の復旧

　食品中の放射性物質の検査は、これま
で検体を細かく砕く必要がありました。
2021年９月から、一部地域で、非破壊に
よる検査で安全性を確認したまつたけ
の出荷が再開されました。

非破壊検査によるまつたけ出荷

「日本美しの森 お薦め国有林」のPR
にっぽんうつく

https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/r3hakusyo/

　海岸防災林
の復旧が必要
な約164㎞のう
ち約153㎞で植
栽等の造成工
事が完了しまし
た。宮城県で
は、海岸防災林
の重要性を知
ってもらうた
め、PR活動や
バスツアー等を
実施しました。

も　
り

　「日本美しの森 
お薦め国有林」の
観光利用が促進
されるよう、PRビ
デオや、TVアニメ
とのコラボレーシ
ョンによるガイド
ブックを作成しま
した。
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国
有
林
野
の
管
理
経
営

第
Ⅳ
章

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興

第
Ⅴ
章

写真提供：宮城県

令和3年度森林・林業白書の公表令和3年度森林・林業白書の公表
～「グリーン成長のカギを握る木材需要拡大と木材産業の競争力強化」を特集～


